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○川崎市立学校の施設等の開放に関する規則 

昭和51年９月20日教委規則第12号 

改正 

平成10年９月１日教育委員会規則第４号 

平成25年７月31日教育委員会規則第13号 

平成25年９月18日教育委員会規則第16号 

平成25年11月27日教育委員会規則第17号 

平成26年３月26日教育委員会規則第４号 

平成26年12月25日教育委員会規則第10号 

平成27年７月10日教育委員会規則第11号 

平成28年12月27日教育委員会規則第19号 

平成31年３月27日教育委員会規則第３号 

令和５年１月18日教育委員会規則第１号 

令和６年12月25日教育委員会規則第10号 

令和７年10月23日教育委員会規則第11号 

川崎市立学校の施設等の開放に関する規則 

（目的） 

第１条 この規則は、学校教育に支障のない範囲で川崎市立学校の施設及び設備（以下「施設等」

という。）を市民の使用に供すること（以下「施設等の開放」という。）によって、川崎市にお

ける生涯学習の振興を図ることを目的とする。 

（開放施設） 

第２条 施設等の開放は、次に掲げる施設等で、施設等の開放を行う学校（以下「開放校」という。）

ごとに教育長が定めるもの（以下「開放施設」という。）を対象として行うものとする。 

(１) 運動場 

(２) 体育館 

(３) 武道場 

(４) 特別教室 

（委員会及び校長の責任） 

第３条 施設等の開放に関する事務は、教育委員会（以下「委員会」という。）が管理するものと

する。 
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２ 開放校の校長は、施設等の開放に関する一切の責任を負わないものとする。 

（学校施設開放運営委員会） 

第４条 施設等の開放を円滑に行うため、開放校ごとに学校施設開放運営委員会（以下「運営委員

会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会の構成、職務内容及びその他必要な事項は、教育長が別に定める。 

（使用時間及び開放を行わない日） 

第５条 開放施設の使用時間及び開放を行わない日は、次のとおりとする。ただし、教育長は、開

放校の校長の意見を聴いて、使用時間及び開放を行わない日を変更することができる。 

使用時間 午前６時から午後９時まで 

開放を行わない日 12月29日から翌年の１月３日までの日 

（使用者の範囲） 

第６条 開放施設を使用することができる者（以下「使用者」という。）は、次のとおりとする。 

(１) 市内に住所を有する者 

(２) 市内に在勤する者 

(３) 市内に在学する者 

(４) その他委員会が適当と認めた者 

２ 前項の規定にかかわらず、委員会は必要があると認めるときは、使用者の範囲を制限すること

ができる。 

（開放施設の使用） 

第７条 開放施設を使用する場合は、使用者２名以上で団体を構成し、あらかじめ委員会に登録し

なければならない。 

２ 前項の規定により登録した団体（以下「登録団体」という。）は、使用を希望する日の３日前

までに、開放施設使用申込書により、委員会に申込みをし、その許可を受けなければならない。 

３ 登録団体は、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(１) 委員会及び学校の指示に従うこと。 

(２) 常に善良な管理者の注意をもって開放施設を使用すること。 

４ 委員会は、登録団体が前項の義務を怠った場合は、第１項の登録を取り消すことができる。 

５ 第２項の規定にかかわらず、同項の規定による申込みは、電子情報処理組織を使用する方法に

より行うことができる。 
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（使用料） 

第８条 施設開放に係る使用料（以下「使用料」という。）は、川崎市財産条例（昭和39年川崎市

条例第９号）第３条第２項の規定により定め、その額は、別表のとおりとする。 

２ 前条第２項の使用の許可を受けた登録団体（以下「使用団体」という。）は、使用料を納付し

なければならない。 

３ 使用料は、前納とする。ただし、委員会が特別の理由があると認めるときは、この限りではな

い。 

（使用の不許可） 

第９条 登録団体の使用目的が次の各号のいずれかに該当する場合は、使用を許可しないものとす

る。 

(１) 特定の政党若しくは公選による公職の候補者を支持し、又はこれらに反対するための使用

その他政治的活動のための使用 

(２) 特定の宗教を支持し、又はこれに反対するための使用その他宗教的活動のための使用 

(３) 専ら営利を目的とするための使用 

(４) その他委員会が不適当と認める使用 

（使用の中止及び許可の取消し） 

第10条 委員会は、使用団体が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、その使用を中止さ

せ、又は使用の許可を取り消すことができる。 

(１) 委員会の指示に従わないとき。 

(２) 虚偽の申請により使用の許可を受けたとき。 

(３) 使用料を納付しないとき。 

(４) その他委員会が使用の中止又は許可の取消しの必要を認めたとき。 

（事故の責任） 

第11条 施設の開放中に発生した事故は、委員会の責めに帰すべき場合を除き、使用団体がその責

めを負うものとする。 

（附属様式） 

第12条 この規則の施行について必要な様式は、教育長が定める。 

（委任） 

第13条 この規則の施行について必要な事項は、教育長が定める。 

附 則（抄） 
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（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（川崎市立学校解放運動場規程の廃止） 

２ 川崎市立学校解放運動場規程（昭和27年川崎市教育委員会告示第12号）は、廃止する。 

附 則（平成10年９月１日教委規則第４号） 

この規則は、平成10年９月１日から施行する。 

附 則（平成25年７月31日教委規則第13号） 

改正 

平成25年９月18日教育委員会規則第16号 

（施行期日） 

１ この規則は、平成25年10月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の規則の規定は、平成26年１月１日以後に開放施設を利用する場合について適用し、同

日前に開放施設を利用する場合については、なお従前の例による。 

附 則（平成25年９月18日教委規則第16号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成25年11月27日教委規則第17号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成26年３月26日教委規則第４号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年12月25日教委規則第10号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の規則の規定は、平成27年２月１日以後の利用に係る料金から適用し、同日前の利用に

係る料金については、なお従前の例による。 

附 則（平成27年７月10日教委規則第11号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年12月27日教委規則第19号） 

この規則は、平成29年４月１日から施行する。 
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附 則（平成31年３月27日教委規則第３号） 

この規則は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年１月18日教委規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和６年12月25日教委規則第10号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ 改正後の規則第２条に規定する開放施設の使用をするための申込みに関し必要な行為は、この

規則の施行前においても行うことができる。 

（川崎市立学校特別開放施設の使用に関する規則の廃止） 

３ 川崎市立学校特別開放施設の使用に関する規則（平成19年川崎市教育委員会規則第１号）は、

廃止する。 

附 則（令和７年10月23日教委規則第11号） 

この規則は、令和７年11月１日から施行する。 

別表（第８条関係） 

開放施設 単位 

金額 

午前 午後１ 午後２ 

６時～12時 
12時～６時 ６時～９時 

12時～５時 ５時～９時 

運動場 １時間当たり 120円 760円 

体育館 １時間当たり 240円 

武道場 １時間当たり 200円 

特別教室 １時間当たり 240円 

陶芸窯(10キ

ロワット) 
１時間当たり 200円 

陶芸窯(20キ

ロワット) 
１時間当たり 400円 

備考１ 運動場及び体育館の半面を使用する場合の使用料は、１時間当たりの金額の半額とし、
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３分の１面を使用する場合の使用料は、１時間当たりの金額に３分の１を乗じて得た額と

する。 

２ １時間を超えて使用する場合は、超過時間15分ごとに、１時間当たりの金額を４で除し

て得た額を増徴する。 

３ 午後１及び午後２の区分において、上段の時間は３月から10月までの期間に、下段の時

間は11月から２月までの期間に適用する。 


